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全国漁業協同組合連合会

代表理事会長　　服部　郁弘　殿 　

社団法人　大日本水産会

会 長　中須　勇雄　殿

省エネ促進協議会設置承認申請者

省エネ型操業転換計画認定申請者

　　○○県漁業協同組合連合会

　　代表理事会長　○○　○○　　　　　印

省燃油操業実証事業実施計画認定申請者

　　△△漁業協同組合

　　代表理事組合長　△△　△△　　 　印

　省エネ促進協議会 を設置したので、 承認  　　
　省エネ型操業転換計画　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　
　省燃油操業実証事業実施計画　  　 を策定したので、　認定 を申請する。

１．省エネ促進協議会関係

＜名称＞ ○○県省エネ促進協議会

＜運営者＞ ○○県漁業協同組合連合会

＜メンバー＞ （所属） （役職） （氏名）

○○県漁業協同組合連合会 ○○ ○○　○○

○○県信用漁業協同組合連合会 ○○ ○○　○○

○○県漁業共済組合 ○○ ○○　○○

○○県△△課 ○○ ○○　○○

○○県水産試験場 ○○ ○○　○○

２．省エネ型操業転換計画関係

（１）燃油使用量を１０％以上削減するための取組み

＜地域及び漁業の概要＞

　地域：　○○県△△市●●地区

　グループ名：　○○地区●●漁業者グループ

＜燃油経費の状況及び問題点＞

省燃油操業実証事業実施計画認定申請書

省エネ促進協議会設置承認申請書
省エネ型操業転換計画認定申請書

　本地域の○○漁業の水揚げ金額に占める燃油経費の割合は、平成○○年〔燃油価格高騰以前〕は約○○％
であったが、燃油価格の高騰により、平成１９年には約△△％となった。経費の急激な増加により漁家経営は
非常に厳しくなっている。

　漁業：　○○漁業（○月～●月）
　　　　　  ○○漁業（○月～△月）と△△漁業（▲月～●月)の兼業

協議会運営者の名称
及び代表者氏名

補助事業者の名称
及び代表者氏名

漁業経営改善等に関する
既存の検討会を有効に活用してください。

計画に参加する漁業者の地域及び漁業種類及びグループ名
を書いてください。

燃油価格高騰により、困っている状況を書いてください。

漁業者の代表、
漁協・漁連等関
係団体の職員、
地方公共団体の
職員、有識者等

事業実施者の名称
及び代表者氏名

番　　　　　号
年　　月　　日

（記載例）



＜漁船の燃油消費量削減のための取り組みと具体的内容＞

以下の取り組みを実施することにより、燃油消費量を　　　　　　％削減する。
（複数欄チェックも可。具体的内容をチェックをした欄の括弧内に記載すること。）

＜削減の根拠＞

〔①新たな休漁日の設定、②航行速度の低減、③操業時間の短縮に取り組むとした場合の記載例〕

　年間操業日数は１５０日　

　航海毎の燃油使用比率は、航行時：操業時＝６：４　

②航行速度を３％低減することにより、航行中の燃油消費量を６％削減。

③操業時間を１０％短縮することにより、操業時の燃油消費量を１０％削減。

①休漁日を新たに年６回設定することにより、操業日数を４％削減

（取組み導入による削減量） 基準年の燃油使用量をＦとする。

①による削減： Ｆ × ０．０４ ＝　０．０４Ｆ

②による削減： Ｆ × （１ －０．０４） ×０．６　×０．０６　＝　０．０３４Ｆ

③による削減： Ｆ × （１ －０．０４） ×０．４　×０．１＝　０．０３８Ｆ

（削減効果％）＝０．０４Ｆ ＋ ０．０３４Ｆ ＋ ０．０３８Ｆ ＝ ０．１１２Ｆ　 －１１．２％

（２）協議会の開催実績

平成２０年○月○日 第１回○○県省エネ促進協議会開催
　協議事項：協議会会長及び会長代理の選任。省エネ型操業転換計画の策定。

□　航行速度の低減
　　漁場の往復、漁場移動の際の航行速度を○ノットから△ノットにすることにより〔○％〕低減。

□　操業時間の短縮
　　　・敷設漁具数の削減により、１日〔１操業〕あたりの操業時間を○時間から△時間に〔○％〕短縮。
　　　・曳網時間〔回数〕の削減により、１日〔１操業〕あたりの操業時間を○時間から△時間に〔○％〕短縮。

□　休漁日の設定
　　　採算性の低い時期等に休漁日設定し、出漁日を○日から○日に〔○％〕削減。

□　集魚灯の光力削減、点灯時間の短縮
　　　・集魚灯の光力を○ｋｗから△ｋｗに〔○％〕削減。
　　　・集魚灯の点灯時間を○％短縮

□　乾燥機の効率的な使用
　　　・出入口での冷気遮断等の保温措置、下級品の製造中止による乾燥機の稼働時間を○％短縮。

□　船底、プロペラの清掃
　　  ・船底、プロペラの清掃を定期的に行い、船体表面の摩擦抵抗を削減。

□　過剰な積載物の撤去
　　  ・不要な漁具、漁撈機械を甲板から降ろし積荷を軽減。

□　その他
　

取り組みごとに、削減量
を算出してください。

　取り組みごとに、どの程度
の燃油消費量の削減が見込め
るのか記述してください。
　全漁連、(財)省エネルギー
センター等が漁船の省エネル
ギーに関するパンフレットを
作成しているので参考にして
ください。

・行おうとする取組にチェックをし、例示を参考にして取組内容を補足説明して下さい。
・休漁日の設定は、必ず他の取組と併せて行う必要があります。
・例示全てに取り組む必要はありません。・また、例示以外の取り組みでも可能です。
・燃焼効率改善装置の導入は、公的機関が効果を確認した装置に限ります。



３．省燃油操業実証事業実施計画関係

（１）基準年（平成１９年（異なる年を使用する場合はその年））の実績の申告

別紙のとおり

（２）　実証事業の予定実施期間

　　平成２０年○月○日～平成２１年○月○日

（３）　実証事業中における燃油使用量の上限及び事業費

　ア　　実証事業中における燃油使用量の上限及び燃油にかかる事業費

船名

　○×丸 △△港

　●●丸 △△港、○○港

　○○丸 △△港

　△△丸 △△港

　第一▲▲丸 △△港

　第八▲▲丸 △△港

　イ　実証事業の結果のとりまとめに要する経費

人件費 ○○，○○○ 円 パート職員（○人・日）、職員（○○時間・人）

旅費 ○○，○○○ 円 漁協－漁連　（○人回）

会議費 ○○，○○○ 円 会議開催（○回）

円

（４）　都道府県による事業の管理・指導

（N)
燃油使用量の上限
Ｆ　X　0.9（kℓ)

（O）
事業期間中の燃
油平均価格見込

み

（P）
事業費
N　X　O

漁業者名

有限会社○○漁業

△△　△△

合　計

△△△，△△△
▲▲水産株式会社

▲▲水産株式会社
○○○．○○○

○，○○○．○○○

○○．○○○

●●　●●

主要水揚げ港

○×　○× ○○．○○○

○○．○○○

○○，○○○

事業費 備考

　○○県△△課が省エネ促進協議会に参加しており、同課より本事業の実施について指導を受けることとして
いる。

　　合　　計

項　　　目

○○．○○○

△△△，△△△

×××，×××

●●●，●●●

▲▲▲，▲▲▲

○，○○○．○○○

○○．○○○

○○．○○○

○○．○○○

○○．○○○

○○○．○○○

１年以内

事業実施者が当該実証事業を運営するた
めに必要な事業管理費として、事業に要
した燃油費の２％まで認められます。

グループで１０％以上削減する場合は、一括して書
くことができます。

基準年の使用量×0.9

申請時の価格



（記載例） 別　紙

　　△△漁業協同組合

　代表理事組合長　△△　△△　印

水揚金額

（A) （B) （C＝A+B) （D) （E) （F=D+E) （G) (H) (I=F×H×0.9) （J) （K) （L=J+K) (M=C/L×100)

（トン） （有 　　 無） （円） （円） （円） （kℓ） （kℓ） （kℓ） （円／kℓ） （円） （円） （円） （円） （％）

○×　○× 　○×丸 9 有 　　 無 特 A重油 ○○，○○○ ○○，○○○ ○○．○○○ ○○．○○○ △△漁協 ○○，○○○ △△，△△△ ○○，○○○ ○○，○○○ ●●．● 印

●●　●● 　○○丸 9 有 　　 無 19 軽油 △△，△△△ △△，△△△ △△．△△△ △△．△△△ △△漁協 ○○，○○○ △△，△△△ ○○，○○○ △△，△△△ □□，□□□ ●●．● 印

有限会社○○漁業 　●●丸 15 有 　　 無 19 A重油 ○○，○○○ ○○，○○○ ○○．○○○ ○○．○○○ (株)○○石油 ○○，○○○ △△，△△△ ○○，○○○ ○○，○○○ ●●．● 印

△△　△△ 　△△丸 15 有 　　 無 18 A重油 ○○，○○○ △△，△△△ □□□，□□□ ○○．○○○ △△．△△△ □□□．□□□ (有)××× ○○，○○○ △△，△△△ ○○，○○○ ○○，○○○ ●●．● 印

▲▲水産株式会社 　第一▲▲丸 19 有 　　 無 17 A重油 ○○，○○○ ○○，○○○ ○○○．○○○ ○○○．○○○ △△漁協 ○○，○○○ △△，△△△ ○○，○○○ ○○，○○○ ●●．● 印

▲▲水産株式会社 　第八▲▲丸 19 有 　　 無 87 A重油 ○○，○○○ ○○，○○○ ○○○．○○○ ○○○．○○○ △△漁協 ○○，○○○ △△，△△△ ○○，○○○ ○○，○○○ ●●．● 印

有 　　 無

有 　　 無

小 A重油 ●●●，●●● ●●●，●●● ●●●，●●● ●●●．●●● ●●．●●● ●●●．●●●

計
軽油 △△，△△△ △△，△△△ △△．△△△ △△．△△△

合計 □□□，□□□ □□□，□□□□，□□□，□□□ □□□．□□□ □□□．□□□□，□□□．□□□ □□□，□□□□□□，□□□□□□，□□□□□□，□□□ △△，△△△ □□□，□□□ ●●．●

※　基準年には、該当する次のいずれかを記載。　19（平成19年）、　18（平成18年）、　17（平成17年）、　87（平成18年及び17年の平均）、　特（水産庁長官が特に認める値）

※　基準年として、平成１９年を使用しない場合は、その理由を記述すること。

※　漁業に使用した燃油の額及び燃油購入額は消費税込みとする。

※　本事業の対象となる「漁業に使用した燃油」の範囲については、租税特別措置法第９０条の６第１項に規定された「農林漁業の用に供するもの」のうち、漁業用のものの用途に該当しない用途に使用されたものを含めてはならない。

※　「漁業に使用した燃油の額」、「漁業に使用した燃油の量」、「最も燃油の購入量が多かった購入先」については、燃油の種類毎（漁業用Ａ重油、軽油等）に記述する。

※　「漁業に使用した燃油の量」は、小数点以下３桁まで記載　（小数点以下４桁を切り捨て）

省燃油操業実証事業実施計画認定申請者

漁業者
証明印

基準年の実績の申告（３の（１））

漁業に使用した燃油の額 漁業に使用した燃油の量

名称
（G)の平成19
年１２月末の燃
油価格

基準となる
燃油の額

最も燃油の購入量が多かった購入先

漁業者名 船名 漁協共販販売額
その他による
販売額

漁業に使
用した燃
油の種類

総トン数
漁業共済
加入 その他からの

購入量
合計

基準年
※

水揚金額に対する
燃油の額の率漁協系統からの

購入額
その他からの
購入額

合計
漁協系統からの
購入量

販売額合計

事業実施者の名称及び
代表者氏名

どちらかに○を
付けてください

基準年において最も購入量が多
かった燃油販売業者と、その業者
の平成19年12月末の販売価格を
書いてください

認印で可

使用した基準年を書いてください。
19（平成19年）、　18（平成18
年）、　17（平成17年）、　87
（平成18年及び17年の平均）、　特
（水産庁長官が特に認める値）


